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持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関する 

グローバル・アクション・プログラム 

 

序論 

1. 持続可能な開発は政治的な合意、金銭的誘因、又は技術的解決策だけでは達成でき

ない。持続可能な開発のためには我々の思考と行動の変革が必要である。教育はこ

の変革を実現する重要な役割を担っている。そのため、全てのレベルの行動によっ

て持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の可能性を最大限に引き出し、万人に対

する持続可能な開発の学習の機会を増やすことが必要である。持続可能な開発のた

めの教育に関するグローバル・アクション・プログラムは、この行動を生み出すた

めのものである。本文書は、グローバル・アクション・プログラムの枠組みを示す

ものである。 

 

2. 教育は、長年にわたり持続可能な開発において重要な役割を担っていると認識され

てきた。教育の向上及び再方向付けは、1992 年にリオデジャネイロ（ブラジル）

で開催された国連環境開発会議にて採択されたアジェンダ 21 の目標のひとつであ

り、その第 36 章では「教育、意識啓発及び訓練の推進」について示している。持

続可能な開発へ向けた教育の再方向付けは、2002 年のヨハネスブルグ（南アフリ

カ共和国）の持続可能な開発に関する世界首脳会議の後に宣言された国連持続可能

な開発のための教育の 10 年（ＤＥＳＤ・2005-2014 年）の下、多くの取組の焦点

となった。さらに教育は国連気候変動枠組条約（1992 年）及び生物多様性条約

（1992 年）、国連砂漠化対処条約（1994 年）という、重要ないわゆるリオ三条約

の要素である。 

 

3. 2012 年にリオデジャネイロ（ブラジル）で行われた国連持続可能な開発会議（リ

オ+20）の成果文書である「我々が望む未来（The Future We Want）」において、

加盟国は、「ＥＳＤを促進すること及びＤＥＳＤ以降も持続可能な開発をより積極

的に教育に統合していくことを決意すること」に合意した。ＥＳＤに関するグロー

バル・アクション・プログラムはこの合意に応え、ＤＥＳＤのフォローアップを実

施するものである。本件プログラムは、様々なステークホルダーとの協議及びイン

プットを基に作成されている。これは、ＤＥＳＤのフォローアップであると同時に

具体的かつ明確なポスト 2015 年アジェンダへの貢献となるものである。 

 

4. ＤＥＳＤは、これまでＥＳＤの認識向上に成功し、世界中のステークホルダーを動

員し、国際協力の基盤を作り、政策に影響を与えて国レベルのステークホルダーの

連携に貢献し、教育及び学習の全ての分野において多くの具体的な優良事例となる

プロジェクトを生み出してきた。同時に、多くの課題も残されており、それはＥＳ

Ｄの成功事例の多くは限られた時間枠と予算の範囲内で運用されているに過ぎない、

ＥＳＤの政策と実践が適切にリンクしていない、教育及び持続可能な開発のアジェ

ンダの主流にＥＳＤが盛り込まれていないといったものである。さらに、持続可能

な開発の課題はＤＥＳＤの開始から更に緊急性を帯びてきており、グローバル・シ
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チズンシップの促進の必要性等の新たな懸念が表面化してきている。従って、ＥＳ

Ｄの行動の拡大が必要とされている。 

 

原則 

5. グローバル・アクション・プログラムは、ＥＳＤの政策及び実践を網羅している。

このグローバル・アクション・プログラムの文脈において、ＥＳＤは以下の原則に

従うものとして理解されている。 

（a）ＥＳＤは、現在と将来世代のために、持続可能な開発に貢献し、環境保全及

び経済的妥当性、公正な社会についての情報に基づいた決定及び責任ある行動を

取るための知識、技能、価値観及び態度を万人が得ることを可能にする。 

（b）ＥＳＤは、持続可能な開発の重要な問題が教育及び学習に含まれることを伴

い、学習者が持続可能な開発の行動へと駆られるような、革新的な参加型教育及

び学習の方法を必要とする。ＥＳＤは批判的思考、複雑なシステムの理解、未来

の状況を想像する力及び参加・協働型の意思決定等の技能を向上させる。 

（c）ＥＳＤは、権利に基づく教育アプローチを土台としている。これは、質の高

い教育及び学習の提供に関係して意義のあることである。 

（d）ＥＳＤは、社会を持続可能な開発へと再方向付けするための変革的な教育で

ある。これは、教育及び学習の再構成と同様、最終的には教育システム及び構造

の再方向付けを必要とする。ＥＳＤは教育及び学習の中核に関連しており、既存

の教育実践の追加的なものと考えられるべきではない。 

（e）ＥＳＤは、統合的で均衡の取れた全体的な方法で、持続可能な開発の環境、

社会、経済の柱となるものに関連している。また、同様に、リオ＋２０の成果的

文書に含まれる持続可能な開発の包括的なアジェンダにも関連しており、中でも

貧困削減、気候変動、防災、生物多様性及び持続可能な消費と生産の相関的な問

題を含んでいる。ＥＳＤは地域の特性に対応し文化多様性を尊重している。 

（f）ＥＳＤは、フォーマル、ノンフォーマル、インフォーマルな教育、そして幼

児から高齢者までの生涯学習を網羅している。従って、持続可能な開発に向けた

広範囲な取組の研修及び普及啓発活動も含む。 

（g）このグローバル・アクション・プログラムで使用されるＥＳＤという言葉は、

その活動自体がＥＳＤという言葉を使用しているかどうか、若しくはその歴史及

び文化的背景や環境教育、持続可能性の教育、グローバル教育、発展教育等の特

定の優先的な分野に関わらず、上記の原則に沿った全ての活動を含むものである。 

 

目標（ゴール）と目的 

6. グローバル・アクション・プログラムの全体的な目標（ゴール）は、持続可能な開

発に向けた進展を加速するために、教育及び学習の全てのレベルと分野で行動を起

こし拡大していくことである。このゴールは、さらに、教育セクターに直接関係す

る目的と、セクターを越えた目的の二つの下位目的がある。 

（a）全ての人が、持続可能な開発に貢献するための、知識、技能、価値観、態度

を習得する機会を得るため、教育及び学習を再方向付けすること。 
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（b）持続可能な開発を促進する全ての関連アジェンダ、プログラム及び活動にお

いて、教育及び学習の役割を強化すること。 

 

優先行動分野 

7. グローバル・アクション・プログラムは、戦略的な焦点及びステークホルダーのコ

ミットメントを可能にするために、５つの優先行動分野に焦点を当てている。ＤＥ

ＳＤの成功及び課題、「未完の事業」に基づいたこの行動分野は、ＥＳＤアジェン

ダの促進のための重要なポイントであると考えられる。教育と持続可能な開発の全

てのレベル及び分野におけるＥＳＤの行動が奨励されているが、このグローバル・

アクション・プログラムに基づく行動は、特に下記の分野と戦略目標に焦点を当て

ている。 

 

政策的支援（ＥＳＤに対する政策的支援） 

8. ＥＳＤを教育と持続可能な開発に関する国際及び国内政策へ反映させる。フォーマ

ル、ノンフォーマル、インフォーマルな教育及び学習において、持続可能な開発の

ための教育及び学習を引き出し、ＥＳＤのアクションをスケールアップするために

は、それを可能にするような政治環境が重要である。適切で一貫性のある政策は、

参加型のプロセスに基づき、省庁間及び部門間で協調し、市民社会、民間セクター、

学術界及び地域コミュニティと連携しながら作成されるべきである。政治環境を整

えることは、実施と適切にリンクしていなければならず、特に次のことが必要であ

る。 

（a）教育分野の全て若しくは一部を定める教育政策にＥＳＤを計画的に取り入れ

ること。これは、カリキュラム及び国家的な基準、学習結果の基準を設定する指

標となる枠組み等にＥＳＤを導入することを含む。また、ＥＳＤを国際教育アジ

ェンダの重要な要素として取り入れることも含む。 

（b）持続可能な開発の重要な課題に関する政策にＥＳＤを計画的に取り入れるこ

と。これは、リオ三条約がコミュニケーション、教育、研修、意識啓発を重要な

役割とみなしているのに則して、三条約に関連する国内の政策に教育及び学習の

役割を反映させること等を含む。また、ＥＳＤを持続可能な開発に関する国際的

なアジェンダに取り入れることも含む。 

（c）ＥＳＤは二国間及び多国間の開発協力枠組みの分類要素である。 

 

機関包括型アプローチ （ＥＳＤへの包括的取組） 

9. 全てのレベル(at all levels)と場(in all settings)においてＥＳＤの機関包括型

アプローチを促進する。機関包括型アプローチあるいは組織全体でのアプローチは、

教授内容や方法論の再方向付けだけではなく、コミュニティにおける機関と持続可

能な開発のステークホルダーとの協力と同様、持続可能な開発に則したキャンパス

や施設管理においても求められるものである。これに関しては、高等教育及び中等

教育学校で著しい成果が見られる。このような成果を就学前教育、技術・職業教育、

ユース・成人に対する教育・訓練及びノンフォーマル教育等の他のレベル及び種別

の教育にも拡大し、強化する必要がある。機関包括型アプローチの促進のためには、

特に次のことが必要である。 
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（a）組織全体でのプロセスが、リーダー、教員、学習者、管理者等の全てのステ

ークホルダーが協働して機関全体でＥＳＤを実施するためのビジョンと計画を作

り上げることを可能にする方法で編成されること。 

（b）再方向付けを支援するため、機関に対して技術的支援及び可能で適切な範囲

の財政支援を行うこと。これは、関連する研究と同様、関連する優良事例やリー

ダーシップ及び行政に対する研修、ガイドラインの開発等を含む。 

（c）既存の関連機関同士のネットワークが、機関包括型アプローチに関するピ

ア・ラーニングのような相互支援を容易にし、適応のモデルとして機関包括型ア

プローチを推進しその認知度を高めるために動員され促進される。 

 

教育者（ＥＳＤを実践する教育者の育成） 

10. ＥＳＤのための学習のファシリテーターとなるよう、教育者、トレーナー、その他

の変革を進める人の能力を強化する。教育者は、教育変革を促し、持続可能な開発

を学ぶ手助けするために最も重要な「てこ」の一つである。そのため、持続可能な

開発及び適切な教育及び学習の方法に関する問題について、トレーナーやその他の

変革を進める人と同様、教育者の能力を強化することが急務である。特に次のこと

が必要である。  

（a）ノンフォーマル及びインフォーマルな教育の教員及びファシリテーターと同

様、就学前教育・初等中等教育の教員養成及び現職教員研修にＥＳＤを取り入れ

ること。ＥＳＤを特定の教科分野に盛り込むことから始めたとしても、最終的に

はＥＳＤが分野横断的な項目として統合されることにつながる。学校長に対する

ＥＳＤの研修も含まれる。 

（b）職業技術教育訓練の教員養成及び現職教員研修にＥＳＤを取り入れること。

これは、グリーン・ジョブのための技能と同様、持続可能な消費と生産の方法に

関する能力の強化を含む。 

（c）持続可能性の問題を教え、解決指向型の多分野にわたる研究を指導・監督し、

ＥＳＤ及び持続可能な開発に関する政策立案の知識を与えるための能力向上のた

め、ＥＳＤを高等教育機関の学部教授陣の研修に取り入れること。 

（d）例えば資源の効率化及び社会的責任や企業責任等の持続可能な開発の観点が、

大学院教育及び政策決定者、公共セクターの職員、ビジネスセクターの社員、メ

ディアと開発の専門家、その他の持続可能な開発に関する分野別及びテーマ別専

門家の能力の構築・研修の強化された方法に取り入れられること。これは、民間

企業の社員にＥＳＤの社内教育プログラムを実施するのと同様、ＥＳＤプログラ

ムのトレーナー研修や管理職教育にＥＳＤを導入すること等を含む。 

 

ユース（ＥＳＤへの若者の参加の支援） 

11. ＥＳＤを通じて持続可能な開発のための変革を進める人としての役割を担うユース

を支援する。ユースは、彼ら自身及びこれからの世代のためによりよい将来を形作

ることに、深く関係している。さらにユースは、今日、特にノンフォーマルとイン

フォーマル学習で、ますます教育プロセスの推進者となっている。ＥＳＤを通じて

変革を進める人としての役割をになうユースを支援するためには、特に次のことが

必要である。 
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（a）学習者中心のノンフォーマル及びインフォーマルなユース向けのＥＳＤの学

習の機会を充実させること。これは、ＥＳＤの eラーニング及びモバイルラーニ

ングの機会の発展と充実等を含む。 

（b）地球規模、国内、地域の持続可能な開発のプロセスにおいて、変革を進める

人としてユースが行動するための参加型技能が、フォーマル及びノンフォーマル

なＥＳＤ及びＥＳＤ以外の教育プログラムの明確な焦点となること。 

 

地域コミュニティ（ＥＳＤへの地域コミュニティの参加の促進） 

12. ＥＳＤを通じた地域レベルでの持続可能な開発の解決策の探求を加速すること。持

続可能な開発の効率的・革新的解決策は、しばしば地域レベルで開発されている。

例えば、地方自治体、ＮＧＯ、民間セクター、メディア、教育と研究機関、個々の

市民の間でのマルチステークホルダーの対話と協力は重要な役割である。ＥＳＤは

マルチステークホルダーの学習とコミュニティの関与を支援し、地域と海外をつな

げる。持続可能な開発の教育及び学習を最大限に活用するためには、地域レベルの

行動促進が必要である。このためには特に次のことが必要である。 

（a）マルチステークホルダーの持続可能な開発の学習を容易にする地域のネット

ワークは、開発、改善、強化されること。これは、既存のネットワークの多様化

及び拡大により、先住民のコミュニティを含む新たなより多様なステークホルダ

ーの参加等を含む。 

（b）地方機関や地方自治体は、持続可能な開発の学習の機会を設ける役割を強め

ること。これは、コミュニティ全員に対する持続可能な開発のノンフォーマル及

びインフォーマルな学習の機会の提供と支援と同様に、必要に応じて、地域レベ

ルでＥＳＤを学校教育に取り入れる支援等を含む。 

 

実施 

13. グローバル・アクション・プログラムは、国際、地域、準地域、国家、準国家、国

内の地方レベルで実施されることを期待されている。全ての関係ステークホルダー

は、５つの優先行動分野の下に活動を発展させることが推奨されている。特に加盟

国の政府、市民社会の団体、民間セクター、メディア、学術及び研究のコミュニテ

ィ、学習の促進・支援を行う教育や他の関係機関、個々の教員及び学習者は、政府

間機関と同様に責任を負う。教育及び持続可能な開発のステークホルダー双方から

の貢献が期待されている。国際レベルの組織構造の軽量化及び国レベルでの実施と

目標設定の柔軟性という要望に応え、グローバル・アクション・プログラムは主に

分権的な方法で実施されるだろう。 

 

14. 実施を容易にするために、５つの優先行動分野それぞれのキーパートナーが特定さ

れ、各優先行動分野の下の特定の行動に関するコミットメントが求められるだろう。

これらの活動は、具体的なタイムラインと対象をもち、その他の実施者の活動を促

進する触媒となることが期待される。各優先行動分野の下、キーパートナーのため

の調整フォーラムが設立されるだろう。ＥＳＤに関する研究は、各優先行動分野に

おける進展を支援するよう奨励されるだろう。これはＥＳＤへの革新的アプローチ

に関する研究も含む。 



 

6 

 

 

15. ＤＥＳＤの経験に基づく国内調整機能の設置、若しくはＤＥＳＤの下に整備され成

功した機能が適切に継続されることが推奨される。加盟各国は各国のフォーカルポ

イントを明示することが求められる。国連機関間の調整機能は維持されるだろう。

グローバル・アクション・プログラムの実施において、機関間及び他の関係機能を

通じて、他の関連する国際的なプロセス及びアジェンダとの十分な一貫性が求めら

れるだろう。 

 

16. 事務局は、国連総会の承認が必要であるが、ユネスコが引き続き担う予定である。

事務局の主要な役割は、パートナーシップを通じたグローバル・アクション・プロ

グラムの実施を促進すること、世界レベルで進捗状況をモニタリングすること、主

要実施者や成功事例のクリアリングハウス（オンライン情報センター）を提供する

ことである。 

 

17. ＥＳＤの適切な財源確保の活動の必要性が認識されている。同時に、ＥＳＤは、追

加的アジェンダではなく、教育と持続可能な開発に横断的に関わるので、教育及び

持続可能な開発の既存の資金調達機能からＥＳＤへ資金調達できると考えられる。

提供者は既存の資金調達機能とＥＳＤの適合性を考慮することが奨励される。ＥＳ

Ｄのステークホルダーは、既存のポテンシャルを十分に計画的に使用することが奨

励される。さらに、グローバル・アクション・プログラムの実施を支援するために、

民間セクターを含む新たなパートナーシップを発展させることも考えられる。 

 

18. グローバル・アクション・プログラムの実施状況は、定期的にモニタリングされる

だろう。報告機能は、特定のターゲットやベンチマークを含んだ根拠に基づくモニ

タリングの必要性、インパクトを重視した報告の必要性、多くのステークホルダー

が懸念するグローバル・アクション・プログラムの分権化された実施と同様、各行

動分野で期待される異なる行動の特質を考慮して、開発されるだろう。国家、準国

家及び国内の地方レベルでの評価機能の開発が奨励される。また必要に応じて、指

標の開発が求められる。グローバル・アクション・プログラムの報告に、モニタリ

ング及び評価機能に代わるものが含まれることもあり得る。 

 

19. グローバル・アクション・プログラムは、2014 年に開催される「ＥＳＤに関する

ユネスコ世界会議」（愛知県名古屋市・日本）で公式に発表されることが期待され

ている。グローバル・アクション・プログラムは、5年後にレビューされ、必要に

応じて優先行動分野の変更もあり得る。 



国連持続可能な開発のための教育の10年（2005～2014年）

ジャパンレポート

ポイント

2014年10月

「国連持続可能な開発のための教育の10年」関係省庁連絡会議

※ ジャパンレポートは、「第１部 10年間の日本の成果と課題」「第２部 日本の主な推進体制と各主体

による取組」「第３部 日本の優良事例 30例」から構成されております。本資料は、第１部を中心に

そのポイントをまとめたものです。

※ ジャパンレポート本体は、下記ウェブサイトを御覧ください。

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokuren/

１．はじめに

○ 大量生産、大量消費、大量廃棄型の経済成長・人口増加に伴い、環境が年々、損なわれつつある。

○ 持続可能な開発（将来世代のニーズを満たしつつ、現在の世代のニーズも満足させるような開発）
のため、日本の提唱により始まった、「国連持続可能な開発のための教育の10年」（2005～2014年）。

○ 2014年11月に、日本で開催される、「ＥＳＤに関するユネスコ世界会議」を契機に、あいちなごやか
ら、2015年以降のＥＳＤが新たに始まる。

２．日本のＥＳＤの特徴及び成果

政府による2014
年までの目標と
計画の策定

（１）日本のＥＳＤ推進計画の再構築
（２）学校教育現場へのＥＳＤの更なる浸透
（３）社会教育現場／地域におけるＥＳＤの更なる推進
（４）国際的な枠組み構築への貢献

３．2015年以降の日本のＥＳＤの課題・展望

学校教育におけ
る取組

①教育振興基本計
画及び学習指導要
領を通じた推進

②ユネスコスクール
を核にした取組

社会教育におけ
る取組／地域に
おける多様な主
体が参画・協働す
る取組

①協議会を通じた地
域ぐるみの取組
②公害経験を教訓と
した社会教育と地
域再生の取組
③企業の取組の見
える化とＣＳＲ

トップダウンとボト
ムアップの取組の
有機的結合

東日本大震災と
福島第一原子力
発電所事故が与
えた教訓・影響

①防災・減災に活か
されたＥＳＤ

②エネルギーに対す
る関心の高まり

③復興に活かされる
ＥＳＤ

特徴１ 特徴２ 特徴３ 特徴４ 特徴５
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特徴１ 政府による2014年までの目標と計画の策定

○ 日本政府は、2014年までの国内目標
を、下記のとおり設定。

①持続可能な社会を担う「個人の育成」

②ＥＳＤを推進する主体の「ネットワーク
化」

○ 2014年までにこの目標を達成するた
め、具体的な施策や、各主体に期待さ
れる役割を示した国内実施計画を関係
省庁連絡会議において2006年に策定
し、ＰＤＣＡをまわしながら、取組を推進。

○ ＥＳＤ関連予算を一覧的に取りまとめ、
定期的に点検するなど、国内実施計画
に示された施策を、政府全体において
計画的に推進。

○ 2011年には国内実施計画を改訂し、
以下を重点取組事項として取組を推進。

① 普及啓発
② 教育機関における取組
③ 地域における実践

特 徴 成 果

ＥＳＤで目指すべきは、個々人が、「地球的視野で考え、様々な課題を自らの問題として
捉え、身近なところから取り組み、持続可能な社会づくりの担い手となる」よう、個々人を
育成し、その意識と行動を変革すること。

2

特徴２ 学校教育における取組

○ 教育施策の基本的な方針等を定める
教育振興基本計画（2008年策定、2013
年改訂）の重要な理念の一つとしてＥＳ
Ｄを位置付け。

○ 小、中、高等学校の学習指導要領に、
持続可能な社会の構築の視点を盛り込
み。

○ 全国の小、中、高等学校において、
「生きる力」を育むという理念の下、 Ｅ
ＳＤが推進された。
（総合的な学習の時間の活用等）

○ ＥＳＤに取り組む多くの学校で、年間
計画やＥＳＤカレンダーに基づき、計画
的にＥＳＤが展開。

特 徴 成 果

①教育振興基本計画及び学習指導要領を通じたＥＳＤの推進

②ユネスコスクールを核にした取組

○ ユネスコスクールをＥＳＤの推進拠点
と位置付け、拡充。ユネスコスクール間
のネットワークを強化。
○ 国内18の大学間のネットワークが、ユ
ネスコスクールの申請や活動を支援。

○ ユネスコスクールの質の向上のため、
ガイドラインを策定。

○2006年に20校であったユネスコスクー
ル加盟数は、世界最多となる705校まで
増加（2014年８月現在）。
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特徴３ 社会教育における取組／地域における多様な主体が参画・協働する取組

○ 日本の様々な地域において、地域の
多様な主体のネットワークである協議会
が形成され、地域ぐるみでＥＳＤを推進
する、先駆的な取組が進められてきた。

○ 岡山市や宮城県気仙沼市における先
行事例は、日本国内でのモデルや、国
際連合大学が国際的に展開しているＲ
ＣＥ（持続可能な開発のための教育に関
する地域の拠点）のモデルにもなった。

特 徴 成 果

①地域の多様な主体からなる協議会を通じた地域ぐるみの先駆的取組

②公害経験を教訓とした社会教育と地域再生の取組

○ 公害の経験から得られた貴重な教訓
を国内外に発信するため、リーフレットの
作成や、語り部の活動、資料館の運営な
どが、多様な主体により推進中。

○公害に関する過去の教訓の普及を超え
て、良好な環境保全を軸とした地域おこ
しが、北九州市、水俣市、西淀川区等で
進められている。

③企業の環境負荷低減の取組の見える化と事業活動と一体化した
ＣＳＲの推進

○ 事業者が公表している環境報告書や
ＣＳＲ報告書を、多くの人が容易に、機能
的にアクセスできるよう、専門サイト「環
境報告書プラザ」を設置。

○環境報告書やＣＳＲ報告書の作成・公
表を通じて、経営者・従業員だけでなく
株主・金融機関・消費者等も環境負荷
低減努力等について学ぶ機会を提供。4

特徴４ トップダウンとボトムアップの取組の有機的結合

○ 政府による目標・計画の策定や現場
での取組支援というトップダウンの取組
と、教員やＮＧＯ等による現場での実践
というボトムアップの取組が、有機的に
結合しながら、ＥＳＤは進められてきた。
（環境教育促進法、民間ネットワーク、
円卓会議等）

○ ＥＳＤ－Ｊが開催した地域会議の成果
や、地域ぐるみの先行事例が、政府の
国内実施計画に盛り込まれ、横展開。

○ 教育現場で成功事例とされたＥＳＤカ
レンダーは、ＥＳＤに取り組む多くの学
校で普及。

特 徴 成 果

特徴５ 東日本大震災と福島第一原子力発電所事故が与えた影響

○ 日頃からのＥＳＤの中で育まれた力や多様な主体とのつながりが、避難の際や避難
生活などの厳しい状況下で役立ったとの報告があった。こうした教訓を踏まえ、長年Ｅ
ＳＤに取り組んできた被災地では、防災教育を改善し、その実践に取り組んでいる。

○ 事故直後の計画停電、原子力発電所の停止、再生可能エネルギーの普及、輸入燃
料費の増加、温室効果ガス排出量の増加などを通じて、エネルギー問題や温暖化問
題、ライフスタイルに関する国民の意識が向上。

○ 長年にわたりＥＳＤを学んできた子供たちが、地域のために自ら出来ることを主体的
に提案し、行動する姿が、地域の大人たちの復興の機運を高めている事例が複数報
告されている。
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2015年以降の日本のＥＳＤの課題・展望

国内実施計画（2005～2014年
度）を引き継ぐ、2015年以降
のＥＳＤの推進計画を策定し、
ＰＤＣＡを進めます。

国全体が、将来にわたり持続可能な経済社会システムへと変革するために
は、その基盤となるＥＳＤを2015年以降も一層強力に進めていくことが必要。

今後は学習指導要領の中にＥ
ＳＤや、ＥＳＤによって育成しよ
うとする能力や態度を更に明
示すべきとの指摘もあり、今
後の検討が求められている。

地域でＥＳＤを担いうるステー
クホルダー間のコミュニケー
ションの障壁を取り除くための、
地域コーディネーターの支援
強化と、地域レベルでのＥＳＤ
を支援するハブ機能を有する
体制の整備が重要な課題。

ポスト2015年開発・教育目標
の議論や、ユネスコ信託基金
拠出等を通じて、国際社会に
おけるＥＳＤの推進にリーダー
シップを発揮。

6

●

● ４．東京都江東区立 東雲小学校
八名川小学校

● ５．東京都目黒区立 五本木小学校

● ７．東京都大田区立 大森第六中学校

● 13．国連大学 サステイナビリティ高等研究所
（ＵＮＵ－ＩＡＳ）

● 18．認定ＮＰＯ法人 持続可能な開発のため
の教育の10年推進会議（ＥＳＤ－Ｊ）

● 19．公益社団法人 日本ユネスコ協会連盟

● 20．公益財団法人 ユネスコ・アジア文化センター
（ＡＣＣＵ）

● 23．特定非営利活動法人 開発教育協会

● 27．経団連自然保護協議会

● 28．損保ジャパン日本興亜株式会社

● 29．住友化学株式会社

● 30．ソニー株式会社

● １．ＥＳＤユネスコ世界会議
あいち・なごや支援実行委員会

● ３．愛知県豊田市立 土橋小学校

● 15．中部ＥＳＤ拠点協議会
（ＲＣＥ Ｃｈｕｂｕ）

16 ．福岡県大牟田市教育委員会

● 22．特定非営利活動法人
こども環境活動支援協会

● 26．ジャパンアートマイル
（ＪＡＭ）

●

● 24．公益財団法人公害地域再生センター（あおぞら財団）

● ２．岡山ＥＳＤ推進協議会（岡山市役所）

● 12．ユネスコスクール支援大学間
ネットワーク（ASPUnivNet）事務局

●

●

● ６．福島県双葉郡浪江町立
浪江小学校

● ８．筑波大学附属 坂戸高等学校

● 21．公益財団法人 地球環境戦略研究機関
（ＩＧＥＳ）

10．広島大学附属 福山中・高等学校

●

９．島根県立 隠岐島前高等学校

●

●

●
●

愛知県
名古屋市岡山市

●

●

17．和歌山教育センター学びの丘

11．国立大学法人 奈良教育大学

＜凡例＞
● 世界会議開催自治体
● 学校（小学校、中学校、高等学校、

中高一貫校、大学）
● 自治体・地域コミュニティ
● ＮＰＯ
● 事業者、業界団体

25．ＮＰＯ法人 さっぽろ自由学校「遊」

7

第３部で紹介している日本の優良事例 30例

14．気仙沼市教育委員会、宮城教育大学



ESD＝Education for Sustainable Developmentの略。
持続可能な社会の担い手を育むため、地球規模の課題を自分のこととして捉え、その解決に向けて自分

で考え行動を起こす力を身に付けるための教育。

１． 「ESD（持続可能な開発のための教育）」 とは？

２． 「国連ＥＳＤの10年」（ＵＮＤＥＳＤ）について

（United Nations Decade of Education for  Sustainable Development）

2002年 ヨハネスブルクサミットで我が国が提案

2002年 国連決議（第57回総会）

・ 2005～2014年の10年

・ ユネスコを主導機関に指名

2005年 DESD国際実施計画をユネスコにて策定

2009年 ESD世界会議（ボン）

・ ボン宣言の採択

2014年 持続可能な開発のための教育（ESD）に関する
ユネスコ世界会議 （愛知県・名古屋市／岡山市）

環境教育

エネルギー
教育

国際理解
教育

世界遺産や
地域の文化財等
に関する教育

その他

関連する教
育

ESDの基本的な考え方

知識、価値観、行動等

気候変動

防災教育

生物多様性

環境、経済、社会
の統合的な発展

Ⅰ 持続可能な開発のための教育（ESD） について

1

2014年9月17日 円卓会議開催（ジャパンレポートについて）

2014年10月 ジャパンレポートの完成・公表

2014年11月13日 ＥＳＤに関するユネスコ世界会議フォローアップ会合

Ⅱ ESDに関するこれまでの我が国の取組及び今後の予定

（１）これまでの取組

（２）今後の予定

2005年 内閣官房に関係省庁連絡会を設置

2006年 DESD国内実施計画を策定

2011年 DESD国内実施計画を改定

ジャパンレポートについて

ＥＳＤの１０年の提案国として、また、来年の「ＥＳＤに関するユネスコ世界会議」の開催地
国として、国内の取組を喚起するとともに、2015年以降の諸外国における取組の参考とし
てもらうため、「わが国における『国連持続可能な開発のための教育の１０年』実施計画」
（平成18年連絡会議決定。平成23年改訂。以下、「実施計画」という。」）に基づく取組・
成果及び国内の優良事例を、円卓会議の実施により関係者からの意見を聴取しつつ、来
年の出来るだけ早い時期までに取りまとめ、国内外に発信する。

（平成25年10月30日 関係省庁連絡会議決定）
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2008年 第一期教育振興基本計画

ＥＳＤを我が国の教育の在り方にとって重要な理念の一つとして位置付け

2013年 第二期教育振興基本計画

より明確にＥＳＤの推進を位置付け

Ⅲ これまでの文部科学省の取組

〈第二期計画における主な記載〉

第２部今後５年間に実施すべき教育上の方策
Ⅰ 四つの基本的方向性に基づく方策
１．社会を生き抜く力の養成

（４）生涯の各段階を通じて推進する取組
基本施策１１ 現代的・社会的な課題に対応した学習等の推進

【主な取組】 １１－１ 現代的・社会的な課題等に対応した学習の推進
ユネスコスクールの質量両面における充実等を通じ地
球規模での持続可能な社会の構築に向けた教育（持
続可能な開発のための教育：ＥＳＤ）を推進する。

「生きる力」
を育むこと
と軌を一に
するESDの
取組

① 教育振興基本計画について

3

2008年 小学校・中学校学習指導要領の改訂

2009年 高等学校学習指導要領の改訂

〈学習指導要領における記載の例〉

○中学校 社会 地理的分野
地域の環境問題や環境保全の取組を中核として、それを産業や地域開発の動向、人々の生

活などと関連付け、持続可能な社会の構築のためには地域における環境保全の取組が大切で
あることなどについて考える。

○中学校 理科 第一分野及び第二分野
自然環境の保全と科学技術の利用の在り方について科学的に考察し、持続可能な社会を作

ることが重要であることを認識すること。

総合的な学習の時間を活用したESDの取組事例が多数

② 学習指導要領
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ユネスコ憲章に示されたユネスコの理想を実現するため、平和や国際的な連携を実践する学校

参加資格
就学前教育・小学校・中学校・高等学校・技術学校・ 職業学校、教員養成学校、特別支援学校等（国公私立を問わず）
ユネスコの理念に沿った取組を継続的に実施していることが必要

③ユネスコスクールをESDの推進拠点と位置付け拡充

5

岡山大学：平成25、26年度ASPUnivNet事務局

1８大学 ユネスコスクールに助言・支援 （日本の特色ある取組）

2008年創設

④ASPUnivNet （ユネスコスクール支援大学間ネットワーク）

岩手大学

玉川大学

福岡教育
大学

鳴門教育
大学

広島大学

北海道教育
大学釧路校

三重大学

大阪府立
大学

愛知教育
大学

奈良教育
大学

金沢大学

沖縄キリスト教
学院大学

静岡大学

岡山大学

宮城教育大学

東北大学

中部大学

岐阜大学
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ユネスコスクール【ＥＳＤ推進拠点】

Ａ 国
ユネスコスクール

教育委員会及び大学が中心となり、ユネスコ協会及び企業等の協力を得つつ、ＥＳＤの推進拠点であるユネスコスクール
とともにコンソーシアムを形成し、ＥＳＤの実践・普及及び国内外におけるユネスコスクール間の交流等を促進する。コンソー
シアムに置かれるＥＳＤコーディネーターにより、教育委員会、大学、ユネスコ協会及び企業等のコンソーシアムメンバーの活
動・連携の促進、学校、社会教育施設等の県内でのＥＳＤに関する連携強化及び国内外における交流の円滑化を図る。

交 流交 流

コンソーシアムメンバー間の連携強化

Ｅ
Ｓ
Ｄ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

ユネスコ
協会

企 業

大 学
教育
委員会

NGO

国内外における交流の円滑化、ＥＳＤ活動の一層の推進

活動・連携
の促進

社
会
教
育
施
設

青
少
年
教
育
施
設

交流の促進 ユ
ネ
ス
コ
ス
ク
ー
ル

以
外
の
学
校

Ｂ 国
ユネスコスクール

国内他地域
ユネスコスクール

Ｅ
Ｓ
Ｄ
の
普
及
・
促
進
・
連
携

ＥＳＤを通じて育まれる力

・持続可能な開発に関する価値観
・体系的な思考力
・代替案の思考力
・データや情報の分析能力
・コミュニケーション能力
・リーダーシップの向上

コンソーシアムの機能

・国内外の学校との交流促
進・ＥＳＤ活動の支援

・コンソーシアムメンバー間
の連携強化

・社会教育施設等との連携
強化

・県内の学校等へのＥＳＤの
普及・促進

連携の
促進

Ｃ 国
ユネスコスクール

交 流交 流

コンソーシアム

ＥＳＤ活動の支援

⑤グローバル人材の育成に向けたESDの推進 （１）

7

平成26年度予算
39百万円（新規）

⑤グローバル人材の育成に向けたESDの推進 （２）

8

事業名 代表団体

東北の自然環境と防災および国際連携をコアとしたグローバル人
材の育成とＥＳＤ地域モデルの創出

宮城教育大学

北陸における知の拠点形成によるＥＳＤ推進事業 金沢大学

三重ブランドのユネスコスクールコンソーシアム 三重大学

グローバル人材育成を見据えたＥＳＤコンソーシアムの構築とユネ
スコスクール間交流によるＥＳＤの推進 －国際（Think global）と国
内（Act local）の融合－

奈良教育大学

グローバル人材の育成に向けたＥＳＤの推進事業 福岡県大牟田市
教育委員会

ESD推進のためのコンソーシアム一覧



さかなクン 白井 貴子 松岡 修造 山崎 直子

東京海洋大学
客員准教授

シンガーソング
ライター

プロテニスプレーヤー＆
スポーツキャスター

宇宙飛行士

Ⅳ 文部科学省のＥＳＤ広報の取組

＜主な活動内容＞
○ＥＳＤユネスコ世界会議に向けて開催される関連イベントへの参加
○ＥＳＤに関するメッセージ寄稿（ウェブサイト、フェイスブック等）
○各人の活動を通じたＥＳＤの広報・啓発 等

ESDオフィシャルサポーター

9

優秀賞

「地球の未来をつくる学習」

福岡県大牟田市立米生中学校２年生
前田 伊織 さん

「地球みんなのためのプログラム」

福岡県大牟田市立倉永小学校５年生
角 沙織 さん

大 賞 「今日よりいいアースへの学び」

愛媛県松山市立新玉小学校６年生 堀之内遙奈さん

ESDの愛称

10



Ⅴ ESD関連サイト
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ESD  ポータルサイト https://www.esd-jpnatcom.jp/

ESD Facebook  https://www.facebook.com/esd.jpnatcom/

日本ユネスコ国内委員会Webサイト http:s//www.mext.go.jp/unesco/

日本ユネスコ国内委員会Facebook https://www.facebook.com/jpnatcom/

ESDに関するユネスコ世界会議 https://www.unesco.org/new/jp/unesco-world-

conference-on-esd-2014/


